
         2007年度連結決算及び2008年度業績見通し（米国基準）

前年度比 前年度比

（単位：億円）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ▲ 7,339 ▲ 8,210 ▲ 871 b ▲ 9,600 ▲ 1,390

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ▲ 13 39 52 ▲ 50 ▲ 89

利 息 （ 受 取 利息 差引後 ） ▲ 144 ▲ 123 21 ▲ 300 ▲ 177

受 取 配 当 金 1,375 1,353 ▲ 22 1,600 247

有 価 証 券 損 益 856 487 ▲ 369 ｄ

固 定 資 産 損 益 ▲ 31 ▲ 59 ▲ 28 e ▲ 300 ▲ 964

そ の 他 の 損 益 ▲ 138 236 374 f

法 人 税 等 ▲ 2,830 ▲ 1,756 1,074 ▲ 3,300 ▲ 1,544

少 数 株 主 持 分 ▲ 453 ▲ 515 ▲ 62 ▲ 550 ▲ 35

持 分 法 に よ る 投 資 損 益 1,469 1,490 21 g 1,800 310

非 継 続 事 業 に 係 る 損 益 ▲ 52 ▲ 36 16 -                 36

基 礎 収 益 (*1) 6,816 6,232 ▲ 584 10,000 3,768

（*1）基礎収益＝営業利益（貸倒引当金繰入額控除前）＋利息収支＋受取配当金＋持分法による投資損益

前年度末比 前年度末比

総 資 産 114,955 117,544 2,589 127,500 9,956

（ 流 動 資 産 ） 58,716 60,914 2,198 62,500 1,586
（投資及び長期債権） 39,237 37,097 ▲ 2,140 42,500 5,403
（有形固定資産ほか） 17,002 19,533 2,531 22,500 2,967

株 主 資 本 29,577 28,732 ▲ 845 33,000 4,268

有利子負債 GROSS  (*4) 38,278 41,836 3,558 46,500 4,664

                  NET      (*4) 30,609 34,219 3,610 39,000 4,781

有利子負債倍率 GROSS （1.3倍） （1.5倍） （0.2倍） （1.4倍） （▲ 0.1倍）

NET （1.0倍） （1.2倍） （0.2倍） （1.2倍） (   －  )

(*4) 有利子負債には「FAS133適用による影響額」を含めておりません。

営 業 活 動 に よ る CF 4,404 3,191  …

投 資 活 動 に よ る CF ▲ 2,946 ▲ 3,567  … 

フリーキャッシュフロー 1,458 ▲ 376

財 務 活 動 に よ る CF ▲ 1,098 695  … 

現 金 及 び 現 金 同 等 物
の 増 減 額

1,046 ▲ 36

4,664 457 5,800 1,136

２００７年度決算の概要2007年度実績 2008年度通期見通し
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当 期 純 利 益

継 続 事 業 か ら の
税 引 前 利 益

営 業 利 益

継 続 事 業 か ら の
当 期 純 利 益

5,800

売 上 総 利 益 11,722

売 上 高

267

3,551

250,000231,030 25,764

a

2009年3月末 見通し

1,172

2008 年 4 月 30 日

三 菱 商 事 株 式 会 社

18,970

２００７年度決算 主な増減内容（前年度比）

ｃ

4,628 473

5,445 ▲ 576

セグメント情報 ２００８年度業績見通し及び配当方針

2,405

16,500

6,850

2006年度実績
（ﾘｽﾃｰﾄ後）

205,266

11,455

4,103

6,021

4,155

2007年3月末
（ﾘｽﾃｰﾄ後）

2006年度実績
（ﾘｽﾃｰﾄ後）

4,207

（*3）米国会計基準の規定に従い、2006年度の実績を修正再表示しております。

2007年度
実績

2008年3月末

（*2）売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
      なお、EITF第99-19号に従って収益を表示すると、2007年度は6兆308億円、2006年度は5兆687億円となります。

セグメント別当期純利益推移
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【主要指標推移】

08年度 07年度 増減 06年度 

油価（USD/BBL） 85.0 77.4 +7.6 ( 10%の上昇) 60.9

為替（YEN/USD） 105.0 114.4 ▲9.4  (  8%の円高) 117.0

金利（%)TIBOR  0.90 0.79 +0.11 ( 14%の上昇) 0.43

資産と負債の状況

損益の状況

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの状況

【概 要】

① 当期純利益が５年連続で２桁増益を記録、過去最高益を更新
   原料炭価格下落の影響や前年度における株式売却益の反動など
   700億円を超える減益要因があったものの、こうした要因を除くと
   資源関連、資源関連以外を問わず、各事業で増益を達成したため、
   当期純利益は5年連続で2桁増益を確保し、過去最高益となる
   4,628億円(前年度比11％増益)となった。
 

a.売上総利益（+267）
  原料炭価格下落の影響があったものの、商品市況が概ね堅調に
  推移し、また、新規連結の影響もあり、売上総利益は前年度比
  2％の増益となった。

b.販管費（▲871）
  新規連結の影響に加え、事業拡大に伴う人件費の増加などにより
  販管費は増加した。

c.金融収支（▲1）
  利息尻・受取配当金ともに微増減であったため、金融収支は前年度並
  となった。
 
d.有価証券損益（▲369）
 ・上場有価証券評価損  …  ▲4[▲ 29←▲ 25]
 ・不良資産償却関連損失… ▲60[▲163←▲103] 〔売却損及び評価損〕
 ・その他株式売却損益等…▲305[＋679←＋984]
                              〔うちﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｼﾃｨ株式売却益反動▲438〕
 
e.固定資産損益（▲28）
  前年度における固定資産売却益の反動減などにより、固定資産損益
  は悪化した。

f.その他の損益（+374）
  海外子会社での為替差損益の好転などにより、その他の損益は
  改善した。
 
g.持分法による投資損益（+21）
  海外IPP事業での事業拡大や石油化学事業関連会社の業績好調により、
  持分法による投資損益は増加した。
 

商品市況の上昇により運転資金が増加した
ものの、海外資源関連事業の営業収入や
資源関連投資先からの配当が堅調に推移

大口の投資回収を上回る規模で、新規投資
や設備投資を実施

自己株式取得や配当金の支払があった
ものの、運転資金や投資資金の需要増に
対し資金調達を増加

(+18%)

(+24%)

(+19%)

【主な増減】

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ事業･･･前年度の株式売却益の反動減ほか
新産業金融事業･･･開発不動産の売却益やREIT関連収益の増加に加え、
  物流事業が全般的に好調であったものの、前年度ﾀﾞｲﾔﾓﾝﾄﾞｼﾃｨ
  株式売却益の反動により減少
ｴﾈﾙｷﾞｰ事業･･･ｻﾊﾘﾝ･ｴﾅｼﾞｰ社株式売却益や、海外配当に関する税額控除
  ﾒﾘｯﾄの計上、及び原油価格上昇による増加
金属･･･豪州資源関連子会社（原料炭）の減益による減少
機械･･･前年度における株式売却益の反動減があったものの、
  海外IPP事業における新規連結、及びｱｼﾞｱにおける自動車市況の回復
  と為替の影響により増加
化学品･･･石化事業関連会社の持分上昇による税ﾒﾘｯﾄの影響、及び
  現地法人における取引好調による増加
生活産業･･･食料関連事業好調による増加ほか

③ 配当
   2007年度の一株当たりの配当金額は、当期純利益が業績見通しを
   上回ったことから、従来公表していた52円から4円増配し、56円
   とする。（配当性向20.1％）

(+44%)

（注意事項）
本資料における業績予想や将来の予測に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき
合理的と判断した予想であり、潜在的なリスクや不確実性その他の要因が内包されています。
従いまして、実際の業績は、見通しと大きく異なる結果となる可能性があります。

② ＲＯＥは３年連続で１５％を達成、有利子負債倍率(ネット)は1.2倍
   株主資本は約2兆9千億円と前年度末比横ばいとなった。これに基づく
   ROEは15.9％と3年連続して15％を達成した。
   また、有利子負債倍率(ネット)は1.2倍となった。

(+2%)

(▲13%)

(▲10%)

(+11%)

(+41%)

(+93%)

(+25%)

【配当方針】

当社は成長性･健全性･効率性の3つのバランスをとりながら、グローバル
な成長を取り込むことで、持続的な成長･企業価値の最大化を図っていく
方針である。このため、引続き内部留保を成長のための投資に活用し、
中長期的な平均として15％以上のROE達成を目指してゆく。また、連結配当
性向を20％とし、利益成長により一株当たりの配当額を増加させていくこと
で、株主還元の金額も拡大していく方針。
本方針の下、2008年度の一株当たりの配当金額は、連結純利益が現状の
見通しである5,800億円となった場合には72円とする予定。

(+24%)(+11%)
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【業績見通し セグメント別当期純利益】

過去3年の収益推移
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